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舗装の劣化過程は路面の劣化過程と舗装耐荷力の低下過程で構成される複合的過程である．路面の劣化と耐

荷力の低下は，互いに双方の劣化過程に影響を及ぼす．本研究では，このような舗装の劣化過程を複合的マルコ

フ劣化モデルを用いて表現する．路面性状調査により路面の健全度が観測される．一方で耐荷力の低下は FWD
調査等により観察可能である．現実の道路維持・修繕業務において，これら 2種類の点検業務が同期されてい
るわけではなく，2種類の点検情報が同時に獲得できないという問題が発生する．本研究ではこのようなシステ
ム的なデータ欠損を考慮した複合的隠れマルコフ劣化モデルを推計する方法を提案する．さらに，NEXCOが
管理する高速道路を対象とした適用事例を通して，提案した方法論の有用性について考察する．

Key Words : Bayesian estimation, compound hidden Markov hazard model, missing data, pavement

1. はじめに

路面の健全度は，道路利用者に対するサービス水準

に直接影響を及ぼす．このため，路面の健全度が低下す

れば，舗装のサービス水準を回復させるために，オー

バーレイ等，路面の維持・修繕が実施される．一方で

舗装構造全体（表層，基層，路盤，路床）も，繰り返し

荷重等により耐荷力が低下する．耐荷力の低下により，

路面の劣化速度が大きくなる場合，路面修繕だけでな

く舗装全体を補修（以下，舗装の更新）することが必

要となる．舗装マネジメントを実施するためには，路

面の劣化過程と舗装耐荷力の低下過程の双方を同時に

考慮した劣化予測を行うことが必要となる．

舗装の劣化は，路面の劣化と耐荷力の低下という劣

化メカニズムが異なる複合的な現象である．舗装の耐

荷力が低下すれば，路面の劣化速度に影響を及ぼす．こ

のため，耐荷力が著しく低下している区間では路面の

劣化速度が加速される可能性がある．このような観点

から，小林等1)は路面の劣化速度が舗装の耐荷力の低下

状態に依存するような階層的隠れマルコフ劣化モデル

を提案している．しかし，路面の健全度と耐荷力の関

係は，このような一方的な関係にとどまらない．路面

の劣化が進行すれば，耐荷力の低下をもたらす可能性

がある．本研究では路面の劣化と舗装耐荷力の低下の

相互作用を考慮した複合的な劣化過程を複合的マルコ

フ劣化モデルとして定式化する．

路面の劣化と耐荷力の低下のうち，前者に関しては

路面性状調査等により，路面の健全度を測定することが

できる．一方，後者に関しては，FWD (Falling Weight

Deflectometer)調査等により構造的劣化状態に関する

情報を獲得できる．これら 2つの調査は独立した調査

であり，2つの調査が同期化されて実施されるわけでは

ない．とりわけ，FWD調査を実施するためには膨大な

調査費用と交通規制等の社会的費用を要するため，道

路管理者が全ての道路区間に対して FWD調査を実施

することは現実的ではない．このため，路面の健全度

と耐荷力に関するデータを同時に入手することは困難

である．その結果，時点によって路面健全度，耐荷力の

うち，どちらか一方のデータが観測されない（欠損す

る）場合が少なくない．したがって，複合的マルコフ

劣化モデルを作成するためには，路面性状調査と FWD

調査の結果がシステム的に欠損するメカニズムを明示

的に考慮した複合的隠れマルコフ劣化モデルの定式化

とその推計方法を開発することが必要となる．
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以上の問題意識の下に，本研究ではデータのシステム

的欠損を明示的に考慮した複合的隠れマルコフ劣化モ

デルを定式化する．さらに，調査時点が同期化されてい

ない路面性状調査，FWD調査結果に基づいて，モデル

のパラメータをMCMC (Markov Chain Monte Calro)

法を用いて推計する方法論を提案する．以下，2.で本

研究の基本的考え方を述べる．3.では複合的マルコフ

劣化モデルを定式化し，4.で複合的隠れマルコフ劣化

モデルの推計方法を提案する．5.ではMCMC法に基

づくアルゴリズムを説明する．最後に，6.で高速道路

を対象とした調査データを用いた実証分析を行い，本

研究で提案するモデルの有用性について考察する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 従来の研究概要

社会基盤施設の統計的劣化予測モデルとしてマルコ

フ劣化モデルが提案されている．もっとも単純なマルコ

フ推移確率の推計方法として，健全度間の推移状態に

関する実データの数え上げにより，推移確率を推計す

る方法がある．また，杉崎等2)は，異なる点検間隔を有

する目視点検データを用いて，マルコフ推移確率を集

計的に推計する方法を提案している．その後，マルコフ

推移確率の推計は，ハザード解析手法3),4)の導入により

飛躍的に発展した．Mishalani and Madanat5)は，2つ

の隣接する健全度のみを対象として，マルコフ推移確

率を指数ハザードモデルを用いて表現する方法を提案

した．これとは独立に，津田等6)は 2つ以上の任意の健

全度間における推移状態を表現する多段階指数ハザー

ドモデルを提案し，マルコフ推移確率を推計する一般

的な方法論を提案した．その後，マルコフ推移確率が

過去の記憶を有する非斉次マルコフ推移確率を推計す

るための多段階ワイブル劣化ハザードモデル7)，異なる

劣化パターン間の推移過程を表現する競合型マルコフ

劣化モデル8),9)が提案されている．また，マルコフ推移

確率の推計方法に関しては，測定データが非常に少な

い段階で，技術者の経験情報と測定結果を結合してマ

ルコフ推移確率を推計するベイズ劣化モデル10),11)，予

防補修により測定データが欠損することにより発生す

る欠損バイアスを補正する方法12)，ハザード率の異質

性を考慮したランダム比例ワイブル劣化ハザードモデ

ル13)および混合マルコフ劣化ハザードモデル14)が提案

されている．また，小林等15)は健全度に測定誤差が存

在する場合を対象としてマルコフ推移確率を推計する

隠れマルコフ劣化モデルを提案している．本研究で対

象とする舗装の劣化過程に関しても，小林等1)は路面の

劣化過程と舗装の耐荷力低下過程という 2種類のマル

コフ過程をモデル化し，耐荷力の低下が路面の劣化過

程に影響を及ぼすメカニズムを階層的隠れマルコフ劣

化モデルで表現している．しかし，そこでは逆のメカ

ニズム，すなわち路面の劣化の進展が耐荷力の低下に

及ぼす影響に関しては考慮されていない．本研究では，

階層的隠れマルコフ劣化ハザードモデル1)を拡張し，路

面の劣化過程と耐荷力の低下過程の相互作用を明示的

に考慮した複合的マルコフ劣化ハザードモデルを開発

する．それにより，路面の劣化過程と耐荷力の低下過程

のそれぞれが，互いにもう一方の過程の進展に及ぼす

影響を無視できないことを明らかにする．さらに，舗

装マネジメントの現場では，路面健全度と耐荷力に関

するデータを同時に観測できないことに着目し，各調

査時点において，これらの 2種類のデータのうち，ど

ちらか一方の情報のみが獲得できるような観測環境を

想定する．その上で，点検データの一部がシステム的

に欠損するような状況を想定した複合的隠れマルコフ

劣化ハザードモデルを定式化する．筆者等の知る限り，

複合的マルコフ劣化ハザードモデルおよびその推計方

法を提案した研究は他に見当たらない．なお，複合的

隠れマルコフ劣化モデルは，複数の種類の劣化過程の

相互関係のモデル化，ならびに複数の異なる点検結果

を用いて劣化モデルを推計する方法論を提案したもの

であり，今後，舗装以外の社会基盤施設の劣化予測モ

デルとして拡張可能であることを指摘しておく．

(2) 複合的劣化過程

道路の舗装構造は，表層，基層，路盤，路床という

複数の層で構成される多層構造を有している．本研究

では，舗装の劣化状態を路面健全度と舗装全体の力学

的特性を表す耐荷力という 2つの評価指標を用いて表

現する．路面は自動車利用による磨耗や繰り返し荷重，

天候・気象等の直接的な影響により劣化が進展する．加

えて各層における構造的欠陥の有無が路面の劣化速度

にも影響を及ぼし，表層のひび割れ，わだち掘れ，平

坦性の低下等の現象が現れる．路面性状調査を通じて，

これらの路面の健全度を表す指標は観測される．一方，

基層や路盤も雨水や地下水の浸透，繰り返し荷重の作

用等により劣化が進展する．破損部位が増加して路面

のひび割れが進展すれば，舗装深部に浸水する可能性

が増加する．このため，表層の劣化が進むことが基層

の劣化過程の加速にもつながる．道路管理者により定

期的に実施される路面性状調査と異なり，舗装耐荷力

は直接観察することが不可能である．舗装構造の耐荷

力の低下具合を把握するためには，コア抜きや開削調

査のように破壊試験を行い舗装構造の劣化を直接観察

するか，FWD調査やベンケルマンビーム試験を用いて

たわみ量を計測することによって耐荷力を調査するこ

とが必要である．FWD調査においては，舗装表面に重
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図–1 舗装の複合的劣化過程

錘を落下させ，そのときに生じるたわみ量の測定を通

して，舗装耐荷力を診断することが可能である．

本研究では，舗装の耐荷力が低下すれば，路面の劣

化速度に影響を及ぼし，路面の劣化が加速されるもの

と考える．同時に路面の健全度が低下すれば，舗装耐

荷力の低下速度に影響を及ぼし，耐荷力の低下を加速

させると考える．すなわち，路面健全度と耐荷力の低

下過程の間に，耐荷力の低下と路面の劣化速度が双方

に対して影響を及ぼすという複合的な相互作用が存在

すると考える．図–1では摸式的に，舗装の複合的劣化

過程を示している．図の上段は路面の劣化過程を，下

段は舗装全体の耐荷力の低下過程を示している．同図

においては，路面の劣化過程の方が，舗装構造の耐荷

力の低下過程よりも速くに劣化が進展するように描か

れている．現実の道路の維持管理業務において舗装全

体の耐荷力が低下した舗装の路面の劣化速度が速くな

るのは経験的に見られることである．さらに，路面の

健全度が低下すれば，耐荷力の低下も加速する可能性

もある．本研究では耐荷力の低下過程は路面の劣化過

程よりも相対的にゆっくりとした過程であり，耐荷力

の状態に応じて路面の劣化速度が加速されるという劣

化過程と同時に，表層の健全度の低下にしたがって耐

荷力の低下が加速されると考える．

(3) データのシステム的欠測

道路管理者にとって，舗装の現状把握や劣化予測を

行うことは，舗装マネジメントを実施する上で極めて

重要な業務である．しかし，より精緻な現状把握や劣

化予測を行うためには，質・量ともに十分な劣化情報を

獲得する必要が生じ，調査費用の増加を招く結果とな

り得る．道路管理者は，予算制約の下，状況に応じて

自らの経験に基づいて適切な調査方法を選択すること

が少なくない．例えば，路面健全度が前回修繕時点か

ら短期間で急激に劣化していると判断された場合，舗

装の耐荷力が低下している可能性が高い．このような

場合には，路面性状調査を行わずに FWD調査を行い，

当該道路区間の更新についての意思決定を行うことに

なる．また，前回の路面性状調査時点から路面の健全

度が劣化しておらず，舗装構造全体の健全性が良好で

あると判断された場合には，定期的な路面性状調査の

みを実施し，FWD調査対象から除外する．特に，舗装

耐荷力に関する情報獲得に際し，FWD 調査を行うた

めには交通規制を実施することが不可欠であり，渋滞

や遅延という社会的費用が発生することになる．また，

調査範囲が広範囲になると，渋滞の規模や調査費用が

膨大になることが懸念される．したがって，以上のよ

うな実務的な背景を勘案すると，当然のことながら路

面性状調査と FWD調査が同期化され，両データが同

時に取得できるというケースは現実的ではない．路面

性状調査と FWD調査の時間的不整合を考慮した劣化

予測モデルの構築，さらには劣化予測結果を用いた意

思決定プロセスを考える必要がある．

本研究では，FWD 調査と道路性状調査が同時に実

施されず，複合的マルコフ劣化モデルを推計するため

のデータの一部がシステム的に欠損する問題を取り扱

う．路面性状調査を実施する際に FWD調査が実施さ

れず，路面健全度に関する情報は入手できるが，耐荷

力に関するデータが入手できない．あるいは，道路巡

回業務において路面の劣化速度が速いと判断された場

合に，路面性状調査を待たずに FWD調査を行い，舗

装の更新の意思決定を行うこともある．この場合，耐

荷力に関するデータは獲得できるが，路面健全度に関

する情報を獲得することができない．このように路面

健全度と耐荷力に関するデータが同時に観測できない

ものの，どちらか一方のデータが獲得できるような場

合には，それらの部分情報を用いて複合的な劣化過程

をモデル化することは可能である．例えば，路面の劣

化過程をモデル化する場合，耐荷力に関するデータが

必要になる．路面健全度を観測した時点における耐荷

力に関する情報は入手できないが，直近の過去の時点

における耐荷力のデータが入手できれば，その時点に

おいて「耐荷力は直近の状態と等しいか，さらに低下

している」という情報（補完情報 1）は獲得できる．一

方，耐荷力を観測した場合には，直近の路面健全度の

データを用いて「路面健全度は直近の状態と等しいか，

さらに劣化している」という情報（補完情報 2）を利用

できる．このような部分情報を用いることにより，複

合的マルコフ劣化モデルの推計精度を向上させること

が可能である．以上の問題意識のもとで，本研究では 2

種類の補完情報を用いて，複合的マルコフ劣化モデル

を推計する方法を提案する．以下では，まず，3. にお
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注）図の上段は路面健全度の劣化過程，下段は舗装

の耐荷力の低下過程を摸式的に示している．図中の

■印は路面性状調査時点を，●印は FWD調査時点
を表す. 時点 tml で路面性状調査が実施され，時点
tml を起点とする m 局所時点軸 um

l が定義される．

同様に,時点 tfk で耐荷力調査が実施され，時点 tfk を

起点とする f 局所時点軸 uf
k が定義される．

図–2 舗装の複合的劣化過程と局所時間軸

いて完全情報が入手可能な場合を想定し，複合的マル

コフ劣化モデルを定式化する．そのうえで，4. におい

て点検データのシステム的欠損を明示的に考慮した複

合的隠れマルコフ劣化モデルを提案する．

3. 複合的マルコフ劣化モデル

(1) モデル化の前提条件

道路管理者がカレンダー時刻 a0に道路を供用（もし

くは更新）し，それ以降の時刻にわたって舗装を管理す

る問題を考える．カレンダー時刻 a0 を初期時点 t = 0

とする離散時間軸 t = 0, 1, 2, · · · , T を導入する．T は観
測期間の終了時点である．離散時間軸上の点を時点と

よびカレンダー時刻と区別する．対象とする劣化過程

は，路面健全度の劣化過程と，耐荷力の低下過程とい

う 2つの複合的な劣化過程で構成されている．簡単の

ために，初期時点から舗装の更新は一度も実施されて

いないと考える．舗装の更新が実施されれば，そのカレ

ンダー時刻を初期時点と考えればよい．さらに，図–2

に示すように，離散時間軸上の時点 0, tm1 , · · · , tml , · · ·に
おいて路面性状調査が行われる．m回目の路面性状調

査が実施された時点 tml を始点 um
l = 0とする局所離散

時間軸 um
l = 0, 1, 2, · · · , Tm

l を導入する．ただし，Tm
l

は時点 tml で路面性状調査を実施し，次の路面性状調査

が実施されるまでの期間長であり Tm
l = tml+1 − tml で

表される．局所離散時間軸上の時点 um
l をm局所時点

と呼ぶ．同様に，離散時間軸上の時点 0, tf1 , · · · , t
f
k , · · ·

において FWD調査が実施される．さらに，FWD調

査が実施された時点 tfk を始点 uf
k = 0とする局所離散

時間軸 uf
k = 0, 1, 2, · · · , T f

k を導入する．ただし，T f
k は

時点 tfk で FWD 調査を実施し，次の FWD 調査が実

施されるまでの期間長であり T f
k = tfk+1 − tfk で表さ

れる．局所離散時間軸上の時点 uf
k を f 局所時点と呼

ぶ．路面性状調査の実施時点 tml (l = 0, 1, · · · , Nm) と

tfk(k = 0, 1, · · · , Nf )は舗装の供用開始時（もしくは更

新時）以外において必ずしも一致しない．ここで，f 局

所時点とm局所時点の対応関係を表すための写像

wf (um
l ) = uf

k (1a)

wm(uf
k) = um

l (1b)

を導入する．f 局所時点 uf
k における舗装耐荷力を離散

的状態変数 g(uf
k) = s (s = 1 · · · , S;uf

k = 0, · · · , T f
k )を

用いて表現する．レーティング s (s = 1, · · · , S)は，s

の値が大きくなるほど耐荷力が低下していることを意

味している．g(uf
k) = S の場合は，耐荷力が使用限界

に到達していることを意味する．初期時点 tf0 = 0にお

いて g(0) = 1 である．つぎに，m 局所時点 um
l にお

ける路面健全度を I 個のレーティング h(um
l ) = i (i =

1 · · · , I;um
l = 0, · · · , Tm

l )で記述する．ただし，初期時

点 tm0 = 0において h(0) = 1が成立する．h(um
l ) = I

は，路面の使用限界を表す．路面の修繕は対象期間中

に複数回実施される可能性がある．路面の修繕時点を

明示的には表記しないが，路面修繕時点においては修

繕の後，路面性状調査が実施される（実施された）と

仮定し，路面健全度が 1に回復すると考える．本研究

では，路面の劣化過程と舗装耐荷力の低下過程をそれ

ぞれマルコフ連鎖モデルで表現する．これら 2つのマ

ルコフ連鎖モデルは互いに相互作用を有する．

(2) 耐荷力の低下過程

道路の供用開始（あるいは更新）時点 tf0 (u
f
0 = 0)に

舗装の耐荷力が g(0) = 1に確定する．f 局所時点 uf
k か

ら uf
k + 1の間において生起する耐荷力の低下の推移状

態を，マルコフ推移確率で表す．単位期間 [uf
k , u

f
k + 1)

の期間長も 1に基準化する．f 局所時点 uf
k ̸= 0におけ

る健全度 sは観察可能ではないが，ひとまず既知である

と考える．局所期間 [uf
k , u

f
k + 1)（離散時間軸上の期間

[tfk+uf
k , t

f
k+uf

k+1))における路面の劣化過程を表すマ

ルコフ推移確率は，f局所時点 uf
k（時点 tk+uk）で評価

された耐荷力 g(uf
k) = sと f 局所時点 uf

k に対応するm

局所時点 wm(uf
k)における路面健全度 h(wm(uf

k)) = i

を与件とし，次の f 局所時点 uf
k + 1 において健全度

g(uf
k + 1) = vが生起する条件付確率

Prob[g(uf
k + 1) = v|g(uf

k) = s, h(wm(uf
k)) = i]
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= psv(i) (2)

と定義できる．期間長を 1に基準化する．マルコフ推

移確率は，津田等6)が開発したマルコフ劣化ハザードモ

デルを用いて表現できる．路面の健全度 iを与件とし

た時点 t における耐荷力 s (s = 1, · · · , S − 1)のハザー

ド率 (以下，耐荷力ハザード率) 3) λs(i)を

λs(i) = βi
0xβ

s = βi
0λ

s (3)

と表す．ただし，βi
0（i = 1, · · · , I − 1）は路面の健全

度 iに依存する耐荷力劣化速度の異質性を表すスケー

ルパラメータ，x = (x1, · · · , xQ)は説明変数ベクトル，

βs = (βs
1, · · · , βs

Q)
′ は未知パラメータベクトルである．

記号 ′は転置を，Qは説明変数の数を表す．β1
0 = 1に

基準化する．このとき，健全度 iの下で f 局所時点 uf
k

において耐荷力が sであり，f 局所時点 uf
k + 1におい

ても耐荷力 sが継続する確率は，

pss(i) = exp {−λs(i)}

= exp(−βi
0λ

s) (4)

となる．さらに，f 局所時点 uf
k と f 局所時点 uf

k +1の

間で耐荷力が sから v (> s)に推移するマルコフ推移

確率 psv(i) (s = 1, · · · , S − 1; v = s+ 1, · · · , S)は

psv(i) =
v∑

m=s

m−1∏
z=s

λz

λz(i)− λm(i)

·
v−1∏
z=m

λz(i)

λz+1(i)− λm(i)
exp{−λm(i)}

(s = 1, · · · , S − 1; v = s+ 1, · · · , S) (5)

と表すことができる6)．ただし，表記上の規則として，{ ∏m−1
z=s

λz(i)
λz(i)−λm(i) = 1 (m = sのとき）∏v−1

z=m
λz(i)

λz+1(i)−λm(i) = 1 (m = vのとき）

が成立すると考える．さらに，表記の便宜上，
v−1∏

z=s, ̸=m

λz(i)

λz(i)− λm(i)
exp{−λm(i)}

=
m−1∏
z=s

λz(i)

λz(i)− λm(i)

v−1∏
z=m

λz(i)

λz+1(i)− λm(i)

　 exp{−λm(i)}

と簡略化する．また，psS(i)に関しては，マルコフ推移

確率の条件より次式で表せる．

psS(i) = 1−
S−1∑
v=s

psv(i) (s = 1, · · · , S − 1) (6)

式 (6)を用いれば，さらに，期間 [uf
k , u

f
k +1)における

推移確率行列は

P (i) =


p11(i) · · · p1S(i)
...

. . .
...

0 · · · pSS(i)

 (7)

と定義することができる．

(3) 路面の劣化過程

m局所時点 um
l から um

l +1の間において生起する路

面健全度の推移状態をマルコフ推移確率で表す．単位

期間 [um
l , um

l + 1)の期間長も 1に基準化する．m局所

時点 um
l における耐荷力 sは観察可能ではないが，ひと

まず既知であると考える．局所期間 [um
l , um

l + 1)（離

散時間軸上の期間 [tml + um
l , tml + um

l +1)) における路

面の劣化過程を表すマルコフ推移確率は，m局所時点

um
l で評価された耐荷力 g(wf (um

l )) = sと路面の健全

度 h(um
l ) = iを与件とし，次のm局所時点 um

l + 1に

おいて健全度 h(um
l + 1) = j が生起する条件付確率

Prob[h(um
l + 1) = j|h(um

l ) = i, g(wf (um
l )) = s]

= πij(s) (8)

として定義できる．耐荷力 sを与件とした健全度 i (i =

1, · · · , I − 1)の路面健全度ハザード率 µi(s)を

µi(s) = γs
0yγ

i = γs
0µ

i (9)

と表す．ただし，γs
0 (s = 1, · · · , S − 1) は耐荷力 s

に依存する路面劣化速度の異質性を表すスケールパラ

メータ，y = (y1, · · · , yV )は説明変数ベクトル，γi =

(γi
1, · · · , γi

V )
′ は未知パラメータベクトル，µi = yγi で

ある．γ1
0 = 1に基準化する．このとき，耐荷力 sの下

でm局所時点 um
l において健全度が iであり，m局所

時点 um
l + 1においても健全度 iが継続する確率は，

πii(s) = exp{−µi(s)}

= exp(−γs
0µ

i) (10)

となる．さらに，m局所時点 um
l とm局所時点 um

l +1

の間で健全度が iから j (> i)に推移するマルコフ推移

確率 πij(s) (i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I)は，

πij(s) =

j∑
z=i

j−1∏
r=i, ̸=z

µr(s)

µr(s)− µz(s)
exp{−µz(s)}

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I) (11)

と表すことができる．また，πiI(s)に関しては，マル

コフ推移確率の条件より次式で表せる．

πiI(s) = 1−
I−1∑
j=i

πij(s)　 (12)

(s = 1, · · · , S − 1)

以上の推移確率を用いれば，局所期間 [um
l , um

l + 1)で

定義される条件付確率 (8)を要素とするマルコフ推移

行列を次式のように定義することができる．

Π(s) =


π11(s) · · · π1I(s)
...

. . .
...

0 · · · πII(s)

 (13)
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(4) 複合的マルコフ劣化モデル

いま，初期時点 t = 0において，舗装の更新が実施

され，耐荷力が g(0) = 1に，健全度が h(0) = 1に確

定したと考える．その後，時間の経過とともに，路

面の劣化と耐荷力の低下が進行していく．舗装の複

合的劣化状態 x (x = 1, · · · , X) を時点 t の路面健全

度 h̃(t)と耐荷力 g̃(t)の組を用いて x(t) = {h̃(t), g̃(t)}
と記述する．ただし，路面健全度 h̃(t) と耐荷力 g̃(t)

は離散時間軸上の時点 t で定義されており，m,f 局

所時点を用いて定義される路面健全度 h(um
l ) と耐

荷力 g(uf
k) と区別するために記号「　̃」を用いてい

る．また，X = I × S である．さらに，時点 t に

おける複合的劣化状態 x(t) = x (x = 1, · · · , X) は

(1, 1), · · · , (1, S), (2, 1), · · · , (2, S), (3, 1), · · · , (I, S) と

対応している．複合的劣化状態 x(t) = {h̃(t), g̃(t)}
が状態変数値 x = (i, s) をとる場合，複合的劣

化状態 x(t) の h̃(t), g̃(t) 成分を指示する記号を

h̃x(t) = i, g̃x(t) = sと表記する．複合的劣化状態の頻

度分布を ν(t) = {ν1(t), · · · , νX(t)} で表す．ただし，
初期時点における頻度分布は ν(0) = (1, 0, · · · , 0)であ
る．複合的劣化状態間の推移確率行列Ωを

Ω =


ω11 · · · ω1X

...
. . .

...

ωX1 · · · ωXX



=



ω11
11 ω12

11 · · · ωjv
11 · · · ωIS

11

...
...

. . .
...

. . .
...

ω11
is ω12

is · · · ωjv
is · · · ωIS

is

...
...

. . .
...

. . .
...

ω11
IS ω12

IS · · · ωjv
IS · · · ωIS

IS


(14)

と定義する．ただし，要素 ωjv
is (i, j = 1, · · · , I; s, v =

1, · · · , S)は

ωjv
is = psv(i)πij(s) (15)

と定義される．また，ωjv
is = 0(i > j のとき，あるい

は s > v のどちらか一方，あるいは双方が成立すると

き）が成立する．このとき，複合的劣化過程は，舗装の

更新が実施されない限り，マルコフ連鎖

ν(t) = ν(0){Ω}t (16)

を用いて表される．

4. 複合的隠れマルコフ劣化モデル

(1) 調査スキーム

ある道路区間を対象として，路面性状調査，もしく

は FWD調査により舗装の劣化状態に関するデータが

観測されるメカニズムを考える．一般性を損なうこと

なく，対象とする期間中は路面修繕が実施されないと

考える．路面修繕が行われた場合には，その時点にお

いて路面の健全度 1が観測されたと考えればいい．離

散時間軸上の時点 t̄m1 , · · · , t̄mNm
に路面性状調査が実施

され，路面健全度 h̃(t̄ml ) (l = 0, · · · , Nm)を観測する．

同様に t̄f1 , · · · , t̄
f
Nf
に FWD調査が実施され，舗装耐荷

力 g̃(t̄fk) (k = 0, · · · , Nf )を観測する．路面性状調査と

FWD調査は同時に行なわれない．路面性状調査とFWD

調査により獲得可能なデータを Ξ̃ = [{t̄fk , g̃(t̄
f
k)(k =

0, · · · , Nf )}, {t̄ml , h̃(t̄ml )(l = 0, · · · , Nm)}] と表記する．
前述したように，路面性状調査，FWD 調査を実施し

た時点を起点とする m, f 局所時点を定義する．さら

に，m, f 局所時点間の対応関係は式 (1a),(1b)によっ

て定義される．ここで，記述の便宜を図るために，路面

性状調査，FWD調査が実施された時点を時間軸に沿っ

てカレンダー時刻順に並べ直し，改めて時点 τn, (n =

0, 1, · · · , N)を定義する．N = Nm +Nf である．離散

時間軸上の時点 τn (n = 0, · · · , N)においては，路面性

状調査，FWD調査の少なくともどちらか一方の調査が

実施されることになる．路面性状調査が実施された時

点集合を ρm，FWD調査が実施された時点集合を ρf と

表す．時点 τn (n = 0, · · · , N)においては，路面性状調

査か，FWD調査のいずれか一方のみの調査結果が獲得

できるが，時点 τnで実施された調査のタイプ q(τn)を

q(τn) =

{
m 路面性状調査が実施されたとき

f FWD調査が実施されたとき
(17)

で表す．時点 τnにおいて獲得した状態変数値 r(τn)を

r(τn) =

{
h̃(τn) τn ∈ ρm

g̃(τn) τn ∈ ρf
(18)

と表す．このとき，時点 τn (n = 0, · · · , N)を用いて定義

された観測データの集合は Ξ = {τn,q(τn), r(τn), (n =

0, · · · , N)}と表すことができる．

(2) データ観測過程

舗装の複合的劣化過程が式 (16)に従って進展すると

き，点検データ Ξが観測される確率 (尤度) を導出す

る．初期時点 t0を考える．初期時点における路面健全

度は h̃(t0) = 1，耐荷力は g̃(t0) = 1と表される．複合

的劣化状態の頻度分布ベクトルは ν(0) = (1, 0, · · · , 0)
である．つぎに，時点 τ1を考える．時点 τ1が集合 ρm

に属する場合を考える．すなわち，τ1 ∈ ρmに路面性状

調査が実施され，路面健全度 h̃(τ1) = iが観測されたと

考える．期間 [τ0, τ1)において，式 (16)に従って，舗装

の複合的劣化過程が進行する．期間長∆0 = τ1 − τ0を

定義する．このとき，時点 τ1における複合的劣化状態

の頻度分布は，式 (16)より

ν(τ1) = ν(0){Ω}∆0 (19)
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と表される．時点 τ1においては，観測結果により路面

健全度が h̃(τ1) = īに確定している．この情報に基づい

て，複合的劣化状態 x(τ1) = (̄i, s)の生起頻度 ν̃x(τ1)を

ν̃x(τ1) =


0 i ̸= īのとき　

νx(τ1)∑
y∈G(̄i)

νy(τ1)
i = īのとき (20)

と定義する．ただし，集合 G(̄i) は G(̄i) = {y|y =

(̄i, s), (s = 1, · · · , S)}と定義される．つぎに，時点 τ1

が集合 ρf に属する場合を考える．時点 τ1 で路面健全

度が g̃(τ1) = s̄に確定している．この情報に基づいて，

複合的劣化状態 x(τ1) = (i, s̄)の生起頻度 ν̃x(τ1)を

ν̃x(τ1) =


0 s ̸= s̄のとき　

νx(τ1)∑
y∈G(s̄)

νy(τ1)
s = s̄のとき (21)

と定義する．ただし，集合 G(s̄) は G(s̄) = {y|y =

(i, s̄), (i = 1, · · · , I)} と定義される．このとき，時点
τ2 における複合的劣化状態の頻度分布は，

ν(τ2) = ν̃(τ1){Ω}∆1 (22)

と表される．以上の議論を一般化すれば，時点 τnの観測

データが獲得されたとき，複合的劣化状態x(τn) = (i, s)

の頻度分布は

(τn ∈ ρm)のとき

ν̃x(τn) =


0 i ̸= īのとき　

νx(τn)∑
y∈Gī(τn)

νy(τn)
i = īのとき (23a)

(τn ∈ ρf )のとき

ν̃x(τn) =


0 s ̸= s̄のとき　

νx(τn)∑
y∈Gs̄(τn)

νy(τn)
s = s̄のとき (23b)

と表される．このとき，時点 τn+1における複合的劣化

状態の頻度分布は，

ν(τn+1) = ν̃(τn){Ω}∆n (24)

と表される．

(3) 尤度関数

期間全体を通じて観測データΞが獲得できたと考える．

さらに，初期時点から時点 τn (0 < n ≤N)に至るまで

に獲得された観測データを ξn = {τa, q(τa), r(τa), (a =

0, · · · , n)}と表す．ここで，時点 τn において観測され

たデータを指示するダミー変数を

δ(τn) =


1 r(τk) = ī (τk ∈ ρmのとき）

1 r(τk) = s̄ (τk ∈ ρkのとき)

0 それ以外

(25)

と定義する．時点 τ1までに観測データ ξ1が観測される

確率 ℓ(ξ1)は

ℓ1(ξ1) =

X∑
x=1

{νx(τ1)}δ(τ1) (26)

と表される．時点 τ2 以降に関しては再帰的に

ℓ2(ξ2) = ℓ1(ξ1)
X∑

x=1

{νx(τ2)}δ(τ2) (27a)

...

ℓN (ξN ) = ℓN−1(ξN−1)
X∑

x=1

{νx(τN )}δ(τN ) (27b)

と定式化される．このとき，情報集合 Ξが観測される

尤度は次式で定義される．

L(Ξ : θ) =
N∏

n=1

X∑
x=1

{νx(τn : θ)}δ(τn) (28a)

ν(τn+1) = ν̃(τn){Ω}∆n (28b)

(n = 1, · · · , N)

ただし，θ = {βs
0,β

s, γi
0,γ

i : s = 1, · · · , S − 1, i =

1, · · · , I−1}は未知パラメータベクトルである．ここで
は，推移確率ωjv

is を表現する指数ハザードモデル (3),(9)

がパラメータ θに依存することを明示的に表現するた

めに ν̃x(τn : θ)と表している．複合的隠れマルコフ劣

化モデルの尤度関数 (28a)は，パラメータ θ に関して

高次の非線形多項式であり，1階の最適化条件が (複素

数解を含めて)非常に多くの解を有している16),17)．推

移確率 ωjv
is の推計値は 0と 1の間にある実数解を選択

しなければならない．最尤法の代わりにベイズ推計法

を用いれば，高次の非線形多項式を解く問題を回避で

きる．しかし，尤度関数 (28a),(28b)が，極めて多くの

項を含んでおり，計算量が膨大になってしまう欠点が

ある16)−18)．このような計算上の難点を克服するため

に，尤度関数の完備化操作が必要となる．

(4) 完備化操作

尤度関数の完備化操作を行うために潜在変数を定

義する．記述の都合上，再び m,f 局所時間軸を用い

ることとする．期間全体を通じて観測データ Ξ =

{τ̄n,q̄(τ̄n), r̄(τ̄n), (n = 0, · · · , N)}が獲得できたと考え
る．記号「　̄」は実測値を意味する．期間 [τ̄n, τ̄n+1)を

2種類の局所時間軸を用いて記述することができる．時

点 τ̄n において，路面性状調査が実施されたと考える．

時点 τ̄n − 1におけるm,f 局所時間軸上の時点が，それ

ぞれ um
l −1, uf

k−1で表されていると考える．このとき，

期間 [τ̄n, τ̄n+1)において，m,f 局所時点は，それぞれ

0, 1, · · · , · · · ,∆n (29a)

uf
k , u

f
k + 1, · · · , uf

k +∆n (29b)
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と表される．一方，時点 τnに FWD調査が実施された

場合，期間 [τ̄n, τ̄n+1)のm,f 局所時点は，それぞれ

um
l , um

l + 1, · · · , um
l +∆n (30a)

0, 1, · · · ,∆n (30b)

と推移する．ここで，期間 [τ̄n, τ̄n+1)における路面健全

度の推移パタ－ンを潜在変数ベクトル

wn =

{
(w0, · · · , w∆n) q̄(τ̄n) = m

(wum
l
, · · · , wum

l
+∆n) q̄(τ̄n) = f

(31)

を用いて表す．また，耐荷力の推移パターンを潜在変

数ベクトル

dn =

{
(duf

k
, · · · , duf

k
+∆n

) q̄(τ̄n) = m

(d0, · · · , d∆n) q̄(τ̄n) = f
(32)

と表す．ただし，q̄(τ̄n) = m のとき，w0 = h̃(τ̄n)，

q̄(τ̄n) = f のとき，d0 = g̃(τ̄n)が成立する．

劣化過程の性質より，舗装の更新が実施されない限

り，時間の経過とともに路面健全度の劣化や，耐荷力

の低下が進行する．このとき，潜在変数値の間に

w̄0 ≤ · · · ≤ wum
l
≤ · · · ≤ wTm

l
−1 ≤ w̄Tm

l
(33a)

d̄0 ≤ · · · ≤ duf
k
≤ · · · ≤ dT f

k
−1 ≤ d̄T f

k
(33b)

を満足する．ただし，w̄0 = h̃(tml ), w̄Tm
l

= h̃(Tm
l )，d̄0 =

g̃(tfk), d̄T f
k
= g̃(T f

k )である．真の健全度ベクトルwn，耐

荷力ベクトル dnの要素は，それぞれ w̄0, w̄Tm
l
，d̄0, d̄T f

k

を除いて観測できない潜在変数であるが，ひとまずこ

れらの潜在変数が仮に測定できたと考える．ここで，議

論の見通しをよくするため，対象期間全体にわたる仮

想的潜在変数ベクトル列を図–3のように表記し，時点

τ0 = 0から時点 τN−1 まで添字を付け替える．このよ

うな表記により，潜在変数ベクトル列

˜̃w0, · · · , ˜̃wn, · · · , ˜̃wN−1 (34a)

˜̃
d0, · · · , ˜̃dn, · · · , ˜̃dN−1 (34b)

を得る．このとき，仮想的潜在変数ベクトル ˜̃w =

{ ˜̃wn, (n = 0, · · · , N − 1)}，˜̃
d = {˜̃dn, (n = 0, · · · , N −

1)}を与件とする．時点 τ1 で仮想的潜在変数ベクトル
˜̃w1,

˜̃
d1 を用いて完備化された尤度 ℓ̃( ˜̃w1,

˜̃
d1, ξ̄1)は

ℓ̃1( ˜̃w1,
˜̃
d1, ξ̄1) = ˜̃ν

˜̃wτ1 ,
˜̃
dτ1

(τ1)

=

T0−1∏
y0=0

ω
˜̃wy0+1

˜̃
dy0+1

˜̃wy0
˜̃
dy0

(35)

と表される．時点 τ2 以降に関しては再帰的に

ℓ̃2( ˜̃w1,
˜̃
d1, ξ̄2) = ℓ̃1( ˜̃w1,

˜̃
d1, ξ̄1)

˜̃ν
˜̃wτ2 ,

˜̃
dτ2

(τ2) (36a)

...

ℓ̃N ( ˜̃wN ,
˜̃
dN , ξ̄N ) = ℓ̃N−1( ˜̃wN−1,

˜̃
dN−1, ξ̄N−1)
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図–3 仮想的潜在変数列

˜̃ν
˜̃wτN

,
˜̃
dτN

(τN ) (36b)

と定式化される．ただし，

˜̃ν
˜̃wτn+1

,
˜̃
dτn+1

(τn+1) =

Tn−1∏
yn=0

ω
˜̃wyn+1

˜̃
dyn+1

˜̃wyn
˜̃
dyn

(37)

である．このとき，情報集合 Ξ̄が観測される尤度は

L̃( ˜̃w,
˜̃
d, Ξ̄ : θ) =

N−1∏
n=0

Tn−1∏
yn=0

ω
˜̃wyn+1

˜̃
dyn+1

˜̃wyn
˜̃
dyn

(38)

と定義される．以上の操作を完備化 (completion)とい

う．完備化された尤度関数 (38)（以下，完備化尤度関

数）は，通常の尤度関数 (28a), (28b)より大幅に簡略化

されている．ただし，完備化尤度関数 (38)の中に含ま

れる潜在変数 ˜̃w，
˜̃
dは，測定できない変数である．完備

化尤度関数を展開すれば，潜在変数 w̃, d̃に関する全条

件付事後分布 (full conditional posterior distribution)

を導出できる．

(5) 潜在変数の確率分布

路面健全度の劣化特性により，修繕が実施されない

限り，条件 (33a) が成立する．ここで，潜在変数を用

いて ˜̃w−v = (˜̃w0, · · · , ˜̃wv−1, ˜̃wv+1, · · · , ˜̃wTm
l
), ˜̃w

w

−v =

(˜̃w0,· · · , ˜̃wv−1, w, ˜̃wv+1, · · · , ˜̃wTm
l
) とすれば， ˜̃wv =

w (w ∈ { ˜̃wv−1,· · · , ˜̃wv+1})の全条件付事後確率は，

Prob{ ˜̃wv = w| ˜̃w−v,
˜̃
d}

=
L̃( ˜̃ww

−v,
˜̃
d, Ξ̄,θ)∑ ˜̃wv+1

w=˜̃wv−1
L̃( ˜̃ww

−v,
˜̃
d, Ξ̄,θ)

=
χw( ˜̃wv−1, ˜̃wv+1,

˜̃
d)∑ ˜̃wv+1

w=˜̃wv−1
χw( ˜̃wv−1, ˜̃wv+1,

˜̃
d)

(39)

と表される．ただし，

χw( ˜̃wv−1, ˜̃wv+1,
˜̃
d) = ωw

˜̃
dv

˜̃wv−1
˜̃
dv−1

ω
˜̃wv+1

˜̃
dv+1

w
˜̃
dv

(40)

と表される．同様に，耐荷力に関しても潜在変数

の全条件付事後確率を求めることができる．耐荷

力の低下特性により，舗装の更新が実施されない限

り，条件 (33b) が成立する．ここで，潜在変数を用

いて
˜̃
d−v = (

˜̃
d0, · · · , ˜̃dv−1,

˜̃
dv+1, · · · , ˜̃dT f

k
),
˜̃
d
d

−v =
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(
˜̃
d0,· · · ,˜̃dv−1, d,

˜̃
dv+1, · · · , ˜̃dT f

k
) とすれば，

˜̃
dv = d (d

∈ {˜̃dv−1,· · · , ˜̃dv+1})の全条件付事後確率は，

Prob{˜̃dv = d| ˜̃w,
˜̃
d−v}

=
χd(

˜̃
dv−1,

˜̃
dv+1, ˜̃w)∑˜̃

dv+1

d=
˜̃
dv−1

χd(
˜̃
dv−1,

˜̃
dv+1, ˜̃w)

(41)

と表される．ただし，

χd(
˜̃
dv−1,

˜̃
dv+1, ˜̃w) = ω

˜̃wvd

˜̃wv−1
˜̃
dv−1

ω
˜̃wv+1

˜̃
dv+1

˜̃wvd
(42)

と表される．

5. アルゴリズム

(1) MCMC法

隠れマルコフ劣化モデルを含む混合分布モデルの推

計では，前述したように尤度関数が特殊な形をしてい

るため，通常の最尤法やベイズ推計法を用いることが

困難である18)．このようなことから，混合分布モデル

の推計方法として，通常の尤度関数ではなく，完備化尤

度関数を定義するとともに，MCMC法を用いて混合分

布モデルを推計する方法が提案されている16)−18)．隠

れマルコフ劣化モデルを推計するためには，既往の隠

れマルコフ劣化モデルを推計するための MCMC法の

中に，マルコフ推移確率のベイズ推計アルゴリズムを

内包したような MCMCアルゴリズムを開発すること

が必要になる．すでに，小林等1)は階層的隠れマルコフ

劣化モデルを MCMC法を用いてベイズ推計する方法

を提案している．これに対して，複合的隠れマルコフ

劣化モデルでは，路面の健全度と耐荷力の低下過程が

相互作用を持つために，多次元の潜在的状態変数列を

発生させることが必要になる．

本研究では代表的なMCMC法であるMH法（メト

ロポリス・ヘイスティング法）を用いて，未知パラメー

タ β,γ の標本サンプルを事後確率密度関数から抽出す

る．MH法では事後分布からのサンプリングが困難な

場合に，これを近似するような分布（以降，提案分布）

からサンプリングを行う．さらに，目標分布と提案分布

の差異を修正するステップを含めることにより，目標

分布からランダムサンプリングを行う方法である．い

ま，耐荷力の低下モデル (3) と路面の劣化モデル (9)

に含まれる耐荷力レーティング sに関するパラメータ

η̂s = (γs
0 ,β

s) = (γs
0 , β

s
1, · · · , βs

Q) (s = 1, · · · , S − 1)は，

未知パラメータである．これらの定数の事前確率密度

関数として，正規分布を仮定する．すなわち，パラメー

タ η̂s の事前確率密度関数が η̂s ∼ NQ+1(ζ
s,η̂,Σs,η̂)で

ある．ただし，Q+1次元正規分布NQ+1(ζ
s,η̂,Σs,η̂)の

確率密度関数は，

ϕ(η̂s|ζs,η̂,Σs,η̂) =
1

(2π)
Q+1

2

√
|Σs,η̂|

exp
{
− 1

2
(η̂s − ζs,η̂){Σs,η̂}−1(η̂s − ζs,η̂)′

}
(43)

となる．ただし，ζs,η̂ は NQ+1(ζ
s,η̂,Σs,η̂)の事前期待

値ベクトル，Σs,η̂ は事前分散共分散行列である．同様

に，路面健全度 iに関する κ̂i = (βi
0, γ

i
1, · · · , γi

V ), (i =

0, · · · , I−1)の事前確率密度関数も多次元正規分布 κ̂i ∼
NV+1(ζ

i,κ̂,Σi,κ̂)に従うと仮定する．ただし，ζi,κ̂は事

前期待値ベクトル，Σi,κ̂は事前分散共分散行列である．

パラメータベクトル η̂ を酔歩過程 MH 法を用いて

サンプリングする．酔歩過程MH法は推計されるパラ

メータをある確率密度に従って酔歩させながらサンプ

リングする方法で，その確率密度が提案分布となる．本

研究では各パラメータが独自に平均 0，分散 σ2
e の正

規分布に従って酔歩過程に従うと仮定する．すなわち，

e = (0, · · · , Q)，y = (0, · · · , V )に対して

β(c)
e − β(c−1)

e ∼ N(0, σe) (44a)

γ(c)
y − γ(c−1)

y ∼ N(0, σy) (44b)

と定義する．ただし, cは標本サンプリング回数である．

酔歩過程MH法を用いたパラメータベクトル η̂，κ̂の

サンプリング手順を以下に取りまとめる．

a) ステップ 1　初期値設定

提案分布 (44a),(44b) の分散パラメータ σe, σy

の値を任意に設定する．仮想的潜在変数の初期値
˜̃
d
1

= (
˜̃
d
(0)

0 , · · · , ˜̃d
(0)

uf
k
, · · · , ˜̃d

(0)

T ), ˜̃w
(0)

= (˜̃w
(0)

0 , · · · , ˜̃w(0)

um
l
,

· · · , ˜̃w(0)

T )を設定する．ただし，制約条件 (33a)(33b)を

満足していなくてはならない．また，パラメータ推計

値 η̂(0)，κ̂(0) を任意に設定する．これらの初期値の影

響は，MCMC法によるシミュレーション回数が蓄積さ

れるにつれ，次第に薄れていく．サンプリング回数 cを

c = 1とする．

b) ステップ 2　パラメータ η̂(c) の標本抽出

舗装の耐荷力ランク s に関して定義され

る劣化ハザードモデルのパラメータ η̂s,(c) =

(γ̂
s,(c)
0 , β

s,(c)
1 , · · · , βs,(c)

Q ), (s = 1, · · · , S − 1) を酔

歩過程MH法を用いて標本抽出する．

ステップ 2 − 1 　仮想的潜在変数ベクトル ˜̃w
(c−1)

，
˜̃
d
(c−1)

，パラメータベクトル η̂(c−1), κ̂(c−1)を与件とす

る．

ステップ 2 − 2　サンプリング回数 c，サブステップ

gのパラメータベクトル

η̂
s,(c)
g−1 = (γ̂

s,(c)
0 , · · · , βs,(c)

g−1 , β
s,(c−1)
g ,

· · · , βs,(c−1)
Q )′ (45)
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を定義する．また，サブステップ gの酔歩ベクトル ι
(c)
g =

(0, · · · , 0, ιs,(c)g , 0, · · · , 0)′(第 g要素のみが値 ι
s,(c)
g をとる

列ベクトル)を定義する．酔歩過程のステップ幅が平均

0，分散 (σ)2 の正規分布に従うと仮定しているので，

ιs,(c)g ∼ N(0, (σg)
2)

が成立する．ここで，パラメータベクトル η̂s,(c)
g を

η̂s,(c)
g = η̂

s,(c)
g−1 + ιs,(c)g (46)

と定義し，パラメータベクトル η̂
(c)
(s,g) を

η̂
(c)
(s,g) = (η̂1,(c) · · · , η̂s,(c)

g , η̂s+1,(c−1),

· · · , η̂S−1,(c−1)) (47)

と記述する．その上で，尤度比率 Υ
(c)
(s,g) を

Υ
(c)
(s,g) = min

 L̃(β(c)
(s,g), Ξ̄)

L̃(β(c)
(s,g−1), Ξ̄)

, 1


と定義する．ただし, L̃(β(c)

(s,g), Ξ̄) = L̃( ˜̃w(c−1)
, d̃

(c−1)
,

β
(c)
(s,g),

˜̃γ
(c−1)

, Ξ̄)は，式 (38)で表される完備化尤度関

数である．

ステップ2−3　区間 [0, 1]で定義される一様分布U(0, 1)
から,一様分布 u ∼ U(0, 1)を発生させ，βc,g を以下の

ルールに従い決定する．

βs,(c)
g =

{
β
s,(c)
g−1 + ι

s,(c)
g u ≤ Υc

(s,g)の場合

β
s,(c)
g−1 その他の場合

(48)

以上の手続きを g = 0から g = Qまで実施する．

c) ステップ 3　パラメータ γ(c) の標本抽出

路面の健全度に関する劣化ハザードモデルのパラメー

タベクトル γ(c−1) = (γ
(c−1)
1 , · · · , γ(c−1)

G ) を酔歩過程

MH法より標本抽出する．

ステップ3−1　仮想的潜在変数ベクトル ˜̃w
(c−1)

,
˜̃
d
(c−1)

,

パラメータベクトル β̂
(c)

, γ̂(c−1) を与件とする．

ステップ 3− 2　サンプリング回数 c，サブステップ y

のパラメータベクトル

γ
i,(c)
y−1 = (γ

i,(c)
1 , · · · , γi(c)

y−1, γ
i,(c)
y , · · · , γi,(c)

V )′

を定義する．また，サブステップ y の酔歩ベクトル

ι
i,(c)
y = (0, · · · , 0, ιi,(c)y , 0, · · · , 0)′(第 i 要素のみが値

ι
i,(c)
y ∼ N(0, (σy)

2)をとる列ベクトル)を定義する．尤

度比率

Υ
(c)
i,y = min

[
L̃(γi,(c)

y , Ξ̄)

L̃(γi,(c)
y−1 , Ξ̄)

, 1

]
を求める．

ステップ3−3　区間 [0, 1]で定義される一様分布U(0, 1)
から,一様分布 u ∼ U(0, 1)を発生させ,γ

i,(c)
y を以下の

ルールに従い決定する．

γi,(c)
y =

{
γ
i,(c)
y−1 + ι

i,(c)
y u ≤ Υ

(c)
(i,y)の場合

γ
i,(c)
y−1 その他の場合

(49)

以上の手続きを y = 0から y = V まで実施する．

d) ステップ 4　潜在変数 w̃(c) の標本抽出

仮想的潜在変数ベクトル ˜̃w
(c−1)

,
˜̃
d
(c−1)

, パラメータ

ベクトル β̂
(c)

, γ̂(c)を与件として，新しい仮想的潜在変

数 ˜̃w
(c)
を標本抽出する．更新されたパラメータ推定量

β̂
(c)

, γ̂(c)を与件として，式 (15)を用いて複合的劣化過

程のマルコフ推移 ωjv
is (c)を定義する．全条件付事後確

率 (39)に基づいて，新しい仮想的潜在変数 ˜̃w
(c)
をラン

ダムサンプリングする．いま，ある期間 [tcl , t
c
l+1) (l =

0, · · · , N c − 1)に着目する．潜在変数ベクトル ˜̃w
(c)

−v =

(˜̃w
(c)

1 , · · · , ˜̃w(c)

v−1, ˜̃w
(c−1)

v+1 , · · · , ˜̃w(c−1)

T c
l

)を定義する．この

とき， ˜̃w
(c)

v = w ∈ { ˜̃w(c)

v−1, · · · , ˜̃w
(c−1)

v+1 }の全条件付事後
確率は，

Prob{ ˜̃wv = w| ˜̃w(c)

−v,
˜̃
d
(c−1)

}

=
χw( ˜̃w

(c)

v−1, ˜̃w
(c−1)

v+1 ,
˜̃
d
(c−1)

)∑ ˜̃w
(c−1)
v+1

w=˜̃w
(c)
v−1

χw( ˜̃w
(c)

v−1, ˜̃w
(c−1)

v+1 ,
˜̃
d
(c−1)

)

(50)

と表される．ただし，

χw( ˜̃w
(c)

v−1, ˜̃w
(c−1)

v+1 ,
˜̃
d
(c−1)

)

= ω
w
˜̃
d
(c−1)

v

˜̃w
(c)
v−1

˜̃
d
(c−1)

v−1

(c)ω
˜̃w
(c−1)
v+1

˜̃
d
(c−1)

v+1

w
˜̃
d
(c−1)

v

(c) (51)

である．全ての l (l = 0, · · · , N c − 1)に対して，v = 0

より逐次潜在変数 ˜̃w
(c)

v (v = 0, · · · , T c
l )を求める．

e) ステップ 5　潜在変数 d̃
(c)
の標本抽出

仮想的潜在変数ベクトル ˜̃w
(c)

,
˜̃
d
(c−1)

, パラメー

タベクトル β̂
(c)

, γ̂(c) を与件として，仮想的潜在変数

˜̃
d
(c)

を標本抽出する．いま，ある期間 [tfk , t
f
k+1) (k =

0, · · · , Nf − 1) に着目する．仮想的潜在変数ベクトル

˜̃
d
(c)

−v = (
˜̃
d
(c)

1 , · · · , ˜̃d
(c)

v−1,
˜̃
d
(c−1)

v+1 , · · · , ˜̃d
(c−1)

T f
k

) を定義する．

このとき，
˜̃
d
(c)

v = d ∈ {˜̃d
(c)

v−1, · · · ,
˜̃
d
(c−1)

v+1 }の全条件付事
後確率は，

Prob{˜̃dv = d| ˜̃w(c)
,
˜̃
d
(c)

−v}

=
χd( ˜̃w

(c)
,
˜̃
d
(c)

v−1,
˜̃
d
(c−1)

v+1 )∑˜̃
d
(c−1)

v+1

d=
˜̃
d
(c)

v−1

χd( ˜̃w
(c)

,
˜̃
d
(c)

v−1,
˜̃
d
(c−1)

v+1 )

(52)

と表される．ただし，

χd( ˜̃w
(c)

,
˜̃
d
(c)

v−1,
˜̃
d
(c−1)

v+1 )

= ω
˜̃w
(c)
v d

˜̃w
(c)
v−1

˜̃
d
(c−1)

v−1

(c)ω
˜̃w
(c)
v+1

˜̃
d
(c−1)

v+1

˜̃
d
(c)

w d
(c) (53)

である．全ての k (k = 0, · · · , Nf − 1)に対して，v = 0

より逐次，仮想的潜在変数
˜̃
d
(c)

v (v = 0, · · · , T f
k )を求める．

f) ステップ 6　アルゴリズムの終了判定

以上で求めたパラメータ推計量の更新値β(c),γ(c)，潜

在変数の更新値 ˜̃w
(c)

,
˜̃
d
(c)

を記録する．cが総シミュレー
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ション回数 c以下の場合，c = c+ 1として，ステップ

2へ戻る．そうでない場合，アルゴリズムを終了する．

なお，以上のアルゴリズムの初期段階においては，パ

ラメータの初期値設定の影響が残存している．このた

め，シミュレーション回数 cが十分大きな値になるまで

は，パラメータ標本の発生過程が定常過程に到達して

いないと考え，発生したパラメータ標本を除去すること

が望ましい．ここで，パラメータ標本として採用するシ

ミュレーション回数 cの最小値を cと表す．このとき，

ギブスサンプリングで求めたサンプル β(c),γ(c) (c =

c+ 1, c+ 2, · · · , c)を用いて，パラメータベクトル β,γ

の事後分布に関する各種の統計量を計算できる．

(2) 事後分布に関する統計量

MCMC法によって得られた標本に基づいて，パラメー

タベクトル β,γ に関する統計的性質を分析することが

できる．MCMC法を用いた場合，パラメータの事後確

率密度関数を解析的な関数として表現することはできな

い．得られた標本を用いてノンパラメトリックに分布関

数や密度関数を推計することとなる．いま，MCMC法を

用いて得られた標本を θ(c) = (β(c),γ(c)) (c = 1, · · · , c)
と表す．このうち，最初の c個の標本は収束過程から

の標本と考え，標本集合から除去する．その上で，パ

ラメータの標本添字集合を C = {c+1, · · · , c}と定義す
る．パラメータ βと γ に関する統計量を同様の方法で

定義できるため，以下ではパラメータ βに焦点を絞る．

まず，パラメータ βの同時確率分布関数 G(β)は，

G(β) =
#(β(c) ≤ β, c ∈ C)

c− c
(54)

と表すことができる．ただし，#(β(c) ≤ β, c ∈ C)は
論理式 β(c) ≤ β, c ∈ C が成立するサンプルの総数であ
る．また，パラメータ βsの事後分布の期待値ベクトル

ζ̃s(βs)，分散・共分散行列 Σ̃s(βs)は，それぞれ

ζ̃s(βs) = (ζ̃(βs
0), · · · , ζ̃(β

f
Q))

′

=
( c∑

c=c+1

β
s(c)
0

c− c
, · · · ,

c∑
c=c+1

β
s(c)
Q

c− c

)′
(55a)

Σ̃s(βs) =


σ̃2(βs

0) · · · σ̃(βs
0β

s
Q)

...
. . .

...

σ̃(βs
Qβ

s
0) · · · σ̃2(βs

Q)

 (55b)

と表される．ただし，r, q = 0, · · · , Qに対して

σ̃2(βs
r) =

c∑
c=c+1

{βs(c)
r − ζ̃(βs

r)}2

c− c
(56a)

σ̃(βs
rβ

s
q)

=

c∑
c=c+1

{βs(c)
r − ζ̃(βs

r)}{β
s(c)
q − ζ̃(βs

q)}
c− c

(56b)

である．また，MCMC法によるパラメータ標本を用い

て，パラメータ βの信用区間を定義できる．たとえば，

パラメータ βの 100(1− 2ε)%信用区間は，標本順序統

計量 (βs,ε

q
, β

s,ε

q ) (s = 1, · · · , S − 1; q = 0, · · · , Q)

βs,ε

q
= argmax

βs∗
q

{
#(β

s(c)
q ≤ βs∗

q ∈ C)
c− c

≤ ε

}
(57a)

β
s,ε

q = argmin
βs∗∗
q

{
#(β

s(c)
q ≥ βs∗∗

q ∈ C)
c− c

≤ ε

}
(57b)

を用いて βs,ε

q
< βs

q < β
s,ε

q と定義できる．MCMC法

では，初期パラメータ値 θ(0) が不変分布である事後分

布からの標本である保証はない．ギブスサンプリング

で発生させた c個のサンプルのうち，最初の c個の標

本 θ(c) = (β(c),γ(c)) (c = 1, · · · , c)を事後分布に収束
する過程からのサンプリングと考える．その上で，第

c+ 1回以降の標本をとりあげる．c+ 1以降の標本が，

不変分布である事後分布からの標本であるかどうかを

Gewekeの方法19)を用いて仮説検定を試みる．

6. 適用事例

(1) データベースの概要

東・中・西日本高速道路株式会社（以下，NEXCO）

管内の高速道路で獲得された舗装の調査データを用い

て，本研究で提案した方法論の有効性を実証的に検討

する．本研究で用いたデータは，株式会社 高速道路総

合技術研究所（以下，NEXCO総研）が全国の路線を

対象として道路区間を無作為に抽出し，2006年 4月～

2014年 3月の約 8年間にわたって実施した路面性状調

査と FWD調査の結果である．全 1,726道路区間数（1

道路区間は 100m）に対して，合計 7,568区間の路面性

状調査と合計 39,663点の FWD調査が実施されている．

単純には，1 道路区間あたり平均で路面性状調査は約

4.4回，FWD調査は約 23.0回実施されたことになる．

ただし，1回の調査を通して路面性状調査は 1道路区間

に対して 1つの調査結果が得られるのに対して，FWD

調査は複数回実施され，それに応じた調査結果が得ら

れる．さらに，道路区間は対象期間中に路面修繕は実

施されているものの，舗装の更新は実施されていない

区間を選定した．また，モデル推計に際しては，2回の

調査データとその調査間隔という 3つの情報を 1単位

のサンプルデータとして数え上げる．供用開始時点に

関するデータが利用可能であるため，供用開始時点か

ら最初の調査時点までの健全度の推移情報，調査時点

からつぎの調査時点に至るまでの健全度の推移情報の

それぞれを 1単位のサンプルデータと定義した．すな

わち，ある道路区間に対して n回調査が実施された場

合には，n単位のサンプルデータを得る．ただし，補
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表–1 路面健全度の定義

健全度ランク ひび割れ率 (%)

1 Cr = 0
2 0 < Cr ≤ 2.5
3 2.5 < Cr ≤ 5
4 5 < Cr ≤ 10
5 10 < Cr ≤ 20
6 20 < Cr

修の記録がないにも関わらず損傷指標やひび割れ率が

回復しているものや，2回の調査間で路面修繕が実施さ

れたものの，補修履歴が不明な区間に関しては推定精

度の観点から除外した．また，それぞれの道路区間内

で路面性状調査と FWD調査のいずれかが実施されて

いない区間についても除外した．さらに，後述するよ

うに FWD調査について，適用事例として想定する損

傷指標の上限値を上回る値を含むサンプルも除外した．

以上のような考え方に基づき，複合的隠れマルコフ劣

化モデルを推計するためのデータベースを整備した．

路面性状調査では 100m区間を基本単位として路面

健全度を評価し，その結果に基づいて修繕箇所を選定

する．路面性状調査では，1)ひび割れ，2)わだち掘れ，

3)IRI という 3 種類の損傷タイプのそれぞれに対して

路面健全度に関する情報が得られる．修繕の基準値は，

3つの損傷別に予め設定されており，3つの損傷のいず

れかの値が基準値に達すれば，要修繕区間として判別

される．本研究では，3種類の損傷の中で劣化の進展が

速いとされるひび割れに着目して，路面健全度を定義

する．ひび割れは，調査対象範囲を小メッシュに分割

し，ひび割れが存在するメッシュの割合（以下，ひび割

れ率）で評価する．ひび割れ率に対する路面健全度を

表–1に示す．健全度 6の状態を使用限界として，ひび

割れ率が健全度 6である 20%以上に達した段階で，路

面を含む表層に対する修繕が実施される．一方，路面

性状調査を実施した対象区間において，FWDを用いた

たわみ測定も実施されている．本研究では，たわみ量

に基づく損傷指標によって舗装耐荷力の健全度を定義

する．NEXCO総研では，損傷指標を

Di =
D0 −D90

∆
× 10−6 (58)

と設定し，アスファルト層（以下，As層）の損傷を評

価している23)．ただし，D0，D90 は，それぞれ重錘の

載荷点直下および載荷点から 90cm離れた地点のたわみ

量 (mm)，∆はAs層の設計厚 (mm)を表す．本適用事

例では上記の方法を採用した．As層の損傷区分は，表

層種別（高機能舗装 I・高機能舗装 II・密粒度舗装），路

盤種別（粒状処理路盤・セメント安定処理路盤），As層

の設計厚別（220mm未満・220-260mm・260mm以上）

の組み合わせに応じた損傷指標によりA，B，Cに区分

表–2 損傷区分と想定される損傷層

損傷区分 想定される損傷層

A
As層の全層（表・基・上層路盤）に

損傷が想定される．

B As層の表・基層に損傷が想定される．

C
As層の表層に損傷が想定されるものの,

構造体としては健全である．

され，それぞれ想定される損傷層は表–2に示す通りで

ある．本研究では高機能舗装 IIおよび密粒度舗装に対

して十分なサンプルを得ることができなかったために，

NEXCOが標準採用している舗装種別である高機能舗

装 Iに限定して推計を行った．耐荷力は健全度 5を使

用限界として，損傷区分Aと損傷区分 Bの閾値からそ

れを 2倍にした値を設定した．また，損傷区分 Aと損

傷区分 Bの閾値を 4等分した値を 1から 4のそれぞれ

の健全度に対応させた．以上より，路盤種別，As層厚

の設計厚別の耐荷力健全度の定義を表–3に示す．使用

限界，すなわち損傷区分Aと Bの閾値の 2倍を上回る

値に関しては，As層厚だけでなく下層路盤，路床や地

盤の耐荷力の低下が想定されるため，サンプルに含め

るには適切でないと判断して予め削除した．結果とし

て，モデル推計に用いたサンプル数は路面健全度 2,609

個，耐荷力 2,530個となった．サンプルデータの特性を

表–4に整理するとともに，調査間隔と事後 Di 値，調

査間隔と事後ひび割れ率の関係をそれぞれ図–4と図–5

に示す．両図からわかるように，調査データを単純に図

示しただけでは劣化傾向を読み取ることは難しい．ま

た，100mを評価長とするひび割れ率の面的な評価と，

同 100m区間中の外側車輪軌道（OWP）上の 1点のみ

を対象とする FWD調査のような点評価の間に，関連

性を見出すことも一般的には困難である．これは，面

と点という全く異質なものに対して関連性を求めるに

等しい．本来であれば，FWD調査点と対比させるべき

は，この調査点を包括するような小範囲箇所において，

新たに定義されるひび割れ率であると考えられる．し

かしながら，NEXCOでは慣例的に FWD調査は 100m

区間中の最も路面損傷が進んでいる箇所を厳選してい

るという事実がある．今後は上述したような新定義の

ひび割れ率を開発させていくこととするが，本論文で

はこれまでの NEXCOの慣例に鑑みて，100m区間中

における最も路面損傷が進んでいる箇所に対して実施

された FWD調査結果を 100m評価長に対する代表的

な耐荷力として推計を行うこととした．

(2) モデルの推計結果

表–3で設定した耐荷力のなかで，耐荷力 5を除く合計

4つの耐荷力に対して耐荷力ハザードモデル (3)を推計

した．また，式 (3)に示したように，耐荷力ハザード率
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表–3 耐荷力の定義

損傷度
表層種別 高機能舗装 I 型
路盤種別 粒状路盤 セメント安定処理路盤
As 層厚 220mm 未満 220-260mm 260mm 以上 220mm 未満 220-260mm 260mm 以上

1 0≤ Di ≤375 0≤ Di ≤200 0≤ Di ≤125 0≤ Di ≤300 0≤ Di ≤200 0≤ Di ≤100
2 375< Di ≤750 200< Di ≤400 125< Di ≤250 300< Di ≤600 200< Di ≤400 100< Di ≤200
3 750< Di ≤1,125 400< Di ≤600 250< Di ≤375 600< Di ≤900 400< Di ≤600 200< D≤300
4 1,125< Di ≤1,500 600< Di ≤800 375< Di ≤500 900< Di ≤1200 600< Di ≤800 300< Di ≤400
5 1,500< Di ≤3,000 800< Di ≤1,600 500< Di ≤1,000 1,200< Di ≤2,400 800< Di ≤1,600 400< Di ≤800

表–4 サンプルデータの特性

敷設年度 1964～2014

総道路区間数 1, 556

路面健全度総サンプル数 2, 609

耐荷力総サンプル数 2, 530

大型車交通量 平均 3, 930台 (103～13, 765)

事後路面健全度別
路面健全度 1 2 3 4 5 6

サンプリング状況
サンプル数 979 950 256 195 100 129
サンプルの割合 37.5% 36.4% 9.8% 7.5% 3.8% 4.9%

事後耐荷力別
耐荷力 1 2 3 4 5

サンプリング状況
サンプル数 268 696 798 439 329
サンプルの割合 10.6% 27.5% 31.5% 17.4% 13.0%
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図–4 調査間隔と事後 Di 値

には，路面健全度ランクに応じて劣化ハザード率が比例

的に変化することを表すパラメータβi
0 (i = 1, · · · , I−1)

が含まれる．パラメータの識別可能条件より，I−1個の

パラメータ βi
0のうち，β

1
0を 1に基準化する．また，表–

1で設定した路面健全度の中で，健全度 6を除く合計 5

つの健全度に対して路面健全度ハザード率 (9)を推計し

た．式 (9)に示したように，路面健全度ハザード率に関

しても，耐荷力ランクに応じて劣化ハザード率が比例的

に変化することを表すパラメータ γs
0 (s = 1, · · · , S− 1)

が含まれる．S−1個のパラメータ γs
0のうち，γ

1
0を 1に

基準化する．全ての i (i = 2, · · · , I−1)に対して近似的

にβi
0 = 1が成立する場合や，全ての s (s = 2, · · · , S−1)

に対して近似的に γs
0 = 1が成立する場合，路面健全度

ハザード率と耐荷力ハザード率が独立であり，路面健

全度の劣化と耐荷力の低下が相互に影響しあうという

複合的劣化仮説を棄却できる．このような複合的劣化

仮説に対する統計的検定は 6.(3)で議論する．
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図–5 調査間隔と事後ひび割れ率

路面健全度ハザード率と耐荷力ハザード率に影響を

及ぼす要因として，地域特性，舗装厚，As層厚，道路

構造特性，大型車交通量等が考えられる．これらの候補

となる全ての説明変数の組み合わせに対して複合的隠

れマルコフ舗装劣化ハザード関数を推計した．舗装厚

のような定量的に計測できる説明変数に関しては，サ

ンプル中の最大値が 1となるように基準化した．また，

As層厚については，耐荷力ランクの定義となる As層

の設計厚別（220mm未満・220-260mm・260mm以上）

に 1または 0の値をとるようなダミー変数，もしくは

ダミー変数の組み合わせによって区別できるように設

定した．さらに，大型車交通量については，NEXCOの

技術基準（設計要領第一集　舗装編）における舗装交

通量区分をもとに，2011年度の交通量データベースを

用いて 3項目（軽交通区間：1,500未満，中交通区間：

1,500以上 5,000未満，重交通区間：5,000以上，単位

は台／日／一方向）に区分した．説明変数の組み合わ
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表–5 パラメータの推計結果（耐荷力）

地域特性 大型車交通区分
耐荷力 定数項 一般=1 重交通=1 ハザード率 期待寿命

寒冷=0 軽・中交通=0
s βs

1 βs
2 βs

3 E[λs(1)] ET s(1)(年)
–2.170 – 0.850

1 (–2.295,–2.071) (–) (0.668,0.923) 0.114 8.75
–0.036 – 0.135
–1.748 –0.411 –

2 (–1.632,–1.887) (–0.672,–0.343) (–) 0.115 8.67
–0.022 0.013 –
–1.819 – 1.469

3 (–1.917,–1.764) (–) (1.315,1.622) 0.162 6.17
–0.008 – 0.264
–1.116 – –

4 (–1.224,–0.982) (–) (–) 0.328 3.05
0.019 – –

注）第 1 行はパラメータの期待値，第 2 行はその 95% 信用域，第 3 行は Geweke 検定統計量を表す．
E[λs(1)]と ET s(1)(年)は，i = 1の場合の耐荷力 sの期待ハザード率と期待寿命．

表–6 パラメータの推計結果（路面健全度）

大型車交通区分
路面健全度 定数項 重交通=1 ハザード率 期待寿命

軽・中交通=0
i γi

1 γi
2 E[µi(1)] ET i(1)(年)

–2.375 1.456
1 (–2.462,–2.254) (1.228,1.575) 0.093 10.75

0.037 –0.002
–1.232 –

2 (–1.015,–1.473) (–) 0.292 3.43
0.019 –
0.693 –

3 (0.452,0.800) (–) 1.999 0.50
0.036 –
1.338 –

4 (1.315,1.622) (–) 3.810 0.26
–0.072 –
1.844 2.134

5 (1.722,1.905) (2.027,2.336) 6.319 0.16
–0.019 –0.193

表–7 スケールパラメータの推計結果（複合モデル β0）

路面健全度 スケールパラメータ

i βi
0

1.697
i = 2 (1.692,2.031)

–0.098
2.788

i = 3 (2.492,3.361)
0.137
3.200

i = 4 (3.063,3.493)
–0.194
3.568

i = 5 (3.296,3.722)
–0.107

表–8 スケールパラメータの推計結果（複合モデル γ0）

耐荷力 スケールパラメータ
s γs

0
2.412

s = 2 (2.115,2.653)
0.089
3.270

s = 3 (3.042,3.414)
0.038
4.008

s = 4 (3.633,4.221)
–0.017

せの中で，符号条件および Geweke検定を満足しない

ような変数の組を除外し，最終的には AICや工学的な

見地からもっとも望ましい変数の組み合わせを決定す

ることとした．以上のように推計した複合的隠れマル

コフ舗装劣化ハザードモデルのうち，表–5には耐荷力

の低下過程を表すハザードモデルを，表–6には路面の

劣化過程を表すハザードモデルの推計結果を示してい

る．耐荷力については，説明変数として地域特性と大

型車交通量による交通区分のうち軽・中交通区間と重交

通区間との 2種類に分類した場合の組み合わせが，路

面健全度については，大型車交通量による交通区分の

うち軽・中交通区間と重交通区間との 2種類に分類し

た場合の組み合わせが採用された．なお，交通区分に

対しては軽交通，中交通，重交通区間の 3種類に分類

して推計を行ったが，推計パラメータは符号条件およ

びGeweke検定を満足しなかったために不採用とした．

また，路面健全度に依存する耐荷力の低下速度に関す

る異質性を表すスケールパラメータの推計結果を表–7
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表–9 パラメータの推計結果（耐荷力）

耐荷力 路面健全度 (i=1) i=2 i=3 i=4 i=5
s E[λs(i)] ET s(i)(年) E[λs(i)] ET s(i) E[λs(i)] ET s(i) E[λs(i)] ET s(i) E[λs(i)] ET s(i)
1 0.114 8.754 0.194 5.160 0.318 3.140 0.366 2.736 0.408 2.454
2 0.115 8.669 0.196 5.110 0.322 3.110 0.369 2.709 0.412 2.430
3 0.162 6.168 0.275 3.635 0.452 2.212 0.519 1.928 0.578 1.729
4 0.328 3.053 0.556 1.799 0.913 1.095 1.048 0.954 1.169 0.856

注) E[λs(i)]と ET s(i)は，路面健全度 iにおける耐荷力 sの期待ハザード率と期待寿命 (年)を表す．

表–10 パラメータの推計結果（路面健全度）

路面健全度 耐荷力 (s=1) s=2 s=3 s=4
i E[µi(s)] ET i(s)(年) E[µi(s)] ET i(s) E[µi(s)] ET i(s) E[µi(s)] ET i(s)
1 0.093 10.749 0.224 4.457 0.304 3.287 0.373 2.682
2 0.292 3.427 0.704 1.421 0.954 1.048 1.170 0.855
3 1.999 0.500 4.821 0.207 6.537 0.153 8.013 0.125
4 3.810 0.263 9.187 0.109 12.457 0.080 15.269 0.065
5 6.319 0.158 15.239 0.066 20.663 0.048 25.329 0.039

注) E[µi(s)]と ET i(s)は，耐荷力 sにおける路面健全度 iの期待ハザード率と期待寿命 (年)を表す．

に，耐荷力に依存する路面劣化速度の異質性を表すス

ケールパラメータの推計結果を表–8 に示す．例えば，

路面健全度 i = 2のときの耐荷力のスケールパラメー

タは β2
0 = 1.697であるが，これは耐荷力の低下速度が

路面健全度 i = 1のときと比較して 1.697倍速くなる

ことを意味している．なお，MCMC法のギブスサンプ

リングを実施する際に，マルコフ連鎖が定常状態に到

達するためのサンプル数として c = 2, 000を設定した．

表–5から表–8に示す通り，Geweke検定統計量はいず

れも 1.96を下回っており，有意水準 5%でパラメータ

のランダムサンプリングが定常状態に収束したことを

意味する収束仮説を棄却できない．したがって，本研

究では c = 12, 000と設定し，c = 2, 000個の標本を事

後分布に収束する過程からの標本として除き，残りの

10,000個のパラメータ標本を用いて分析を行うことと

した．耐荷力ハザード率 λs(i)，路面健全度ハザード率

µi(s)を用いると，当該区間において路面健全度が iの

場合における耐荷力 sの期待寿命（劣化状態がさらに

進展するまでの所要時間）ET s(i)と，耐荷力が sの場

合における路面健全度 iの期待寿命ET i(s)はそれぞれ

ET s(i) =

∫ ∞

0

exp(−λs(i)ys)dys =
1

λs(i)
(59a)

ET i(s) =
1

µi(s)
(59b)

と定義できる6)．先に示した表–5には，耐荷力ランク

ごとに期待ハザード率，路面健全度 i = 1の場合におけ

る耐荷力 sの期待寿命を併記している．同様に，表–6

にも路面健全度ごとに期待ハザード率，s = 1における

路面健全度 iの期待寿命を示している．さらに，表–9

には，路面健全度 iごとに求めた耐荷力別の期待ハザー

ド率，期待寿命を一括して示している．この表から路

面健全度の劣化に伴って，耐荷力の期待寿命も短くなっ

ていることがわかる．同様に，表–10には，耐荷力 sの

それぞれに対して求めた路面健全度別の期待ハザード

率，期待寿命を一括して示している．この表から耐荷

力の低下に伴って，路面健全度の期待寿命も短くなって

いることがわかる．ただし，表–5～表–10において記

載されている期待ハザード率や期待寿命は，耐荷力に

関しては一般地域，かつ軽・中交通区分，路面健全度に

関しては軽・中交通区間を選定した場合の値である．さ

らに，路面健全度が i (i = 2, · · · , I)に留まることを前
提として，道路建設時点から耐荷力が s (s = 2, · · · , S)
に進展するまでに要する平均所要時間 E[T ](s|i)は，

E[T ](s|i) =
s−1∑
k=1

1

λk(i)
(60)

と定義できる．式 (60)は，供用開始時点から耐荷力が

s (s = 2, · · · , S)に進展するまでの平均的所要時間を表し
ており，耐荷力パフォーマンスカーブと呼ぶこととする．

同様に，耐荷力が s (s = 2, · · · , S)に留まることを前提
として，道路の路面修繕後より健全度が i (i = 2, · · · , I)
に低下するまでの平均所要時間 E[T ](i|s)を，

E[T ](i|s) =
i−1∑
l=1

1

µl(s)
(61)

と定義し，路面健全度パフォーマンスカーブと呼ぶ．

図–6には，推計した複合的隠れマルコフ舗装劣化モ

デルを用いて算出した軽・中交通区分における路面健全

度パフォーマンスカーブを，図–7には，一般地域，か

つ，軽・中交通区分における耐荷力パフォーマンスカー

ブを示している．例えば，図–7において路面健全度が

i = 1を与件としたときの耐荷力が使用限界 s = 5に到

達するまでの所要時間は約 26.6年となることがわかる．

一方で，路面健全度が劣化するにしたがって耐荷力の

低下速度は速くなっていくことが読み取れる．具体的

には，路面健全度が i = 2と i = 5のときの耐荷力の

パフォーマンスカーブを比較すると，前者の期待寿命
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図–6 路面健全度パフォーマンスカーブ
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図–7 耐荷力パフォーマンスカーブ

が約 15.7年，後者の期待寿命が約 7.5年であり，後者

が前者の約 2.1倍低下が速くなっている．一方で，路面

健全度パフォーマンスカーブと耐荷力パフォーマンス

カーブを比較すると，耐荷力よりも路面健全度の方が

使用限界に到達するまでの期待寿命が短いことが見て

取れる．特に，路面健全度に関しては健全度 3以降の

劣化が極めて速くなっている．これは NEXCOでは路

面に対してひび割れ率が 10%程度（健全度 4程度）に

なった段階で計画的な補修が実施されるため，健全度 5

以降が観測されるのは想定よりも劣化の進展が速い道

路区間に限られることが原因であると考えられる（一

般的な道路区間は健全度が 5や 6に到達する前に補修

されることになり，そのようなサンプルが欠損するこ

とになる）．さらに，耐荷力が低下する（sの値が大き

くなる）ほど路面健全度の劣化速度が速くなっている

様子がわかる．具体的に，耐荷力が s = 2と s = 4の

ときの路面のパフォーマンスカーブを比較すると，前

者の期待寿命は約 6.3年，後者の期待寿命は約 3.8年で

あり，後者が前者と比較して約 1.7倍劣化が速くなって

いる．耐荷力が路面健全度の劣化速度に及ぼす影響に

比べて，健全度が耐荷力の低下過程に及ぼす影響は小

さい．既往の階層的隠れマルコフ劣化モデル1)と比較し

て，複合的隠れマルコフ舗装劣化モデルを用いること

によって表層の劣化が耐荷力の低下速度に及ぼす影響

に関する情報も得ることができる．したがって，複合的

隠れマルコフ舗装劣化モデルを用いることにより，ア

スファルト層の最適な打ち換えの時期をより正確に分

析することが可能となる．ただし，耐荷力パフォーマ

ンスカーブの妥当性に関する舗装工学的な解釈につい

ては，今後のデータ蓄積を待つ必要がある．

(3) 複合的劣化仮説の検定

本研究で提案した複合的隠れマルコフモデルは，「耐

荷力の低下が路面健全度の劣化速度を加速し，同時に

路面健全度の劣化が耐荷力の低下を加速する」という

複合的劣化仮説が成立することを前提としている．本

研究では複合的劣化仮説を，「耐荷力の低下が路面健全

度の劣化速度を加速する（単純仮説 1）」，「路面健全度

の劣化が耐荷力の低下速度を加速する (単純仮説 2)」と

いう 2つの単純仮説に分解する．まず，単純仮説 1を

検定するために，帰無仮説Hs
0 (s = 2, · · · , S − 1)と対

立仮説Hs
1 (s = 2, · · · , S − 1)を{

Hs
0 : γs

0 > 1

Hs
1 : γs

0 ≤ 1
(62)

と定式化する．単純仮説モデル (62)を棄却できない場

合，耐荷力がランク s (s = 1, · · · , S − 1) の場合にお

ける路面健全度の劣化速度は，耐荷力が s = 1の場合

の路面健全度の劣化速度より速くなるという帰無仮説

を否定できない．MCMC に基づいて帰無仮説を検定

するために，式 (57a),(57b) を用いて標本順序統計量

γs,ε
0

(s = 2, · · · , S − 1)

γs,ε
0

= argmin
γs∗∗
0

{
#(γ

s(r)
0 ≥ γs∗∗

0 ∈ C)
r − r

≤ ε

}
(63)

を用いて有意水準 εに対する信用域 [γs,ε
0

,∞)を定義す

る．γs
0 の信用域 [γs,ε

0
,∞)の中に値 1が含まれている場

合，帰無仮説Hs
0 を棄却できる．一方，含まれていない

場合は，帰無仮説 Hs
0 を棄却できない．今回の推計結

果に対して，有意水準を ε = 0.05と設定したときの信

用域は表–7に示した通りである．いずれの健全度に対

しても信用域に値 1を含んでいない．したがって，帰

無仮説Hs
0 は棄却されず，対立仮説を棄却できると判断

される．同様に，単純仮説 2を検定するために，帰無

仮説 H̄i
0 と対立仮説 H̄i

1 を{
H̄i

0 : βi
0 > 1

H̄i
1 : βi

0 ≤ 1
(64)

と定式化する．単純仮説モデル (64)を棄却できない場

合，路面健全度がランク i (i = 2, · · · , I − 1)の場合に

おける耐荷力の低下速度は，路面健全度が i = 1の場

合の耐荷力の低下速度より速くなるという帰無仮説を

否定できない．MCMCに基づいて帰無仮説を検定する
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ために，標本順序統計量 βi,ε

0
(i = 2, · · · , I − 1)

βi,ε

0
= argmin

βi∗∗
0

{
#(β

i(r)
0 ≥ βi∗∗

0 ∈ C)
r − r

≤ ε

}
(65)

を用いて有意水準 εに対する信用域 [βi,ε

0
,∞)を定義す

る．先と同様に βs
0 の信用域 [βi,ε

0
,∞)の中に値 1が含

まれている場合，帰無仮説 H̄i
0を棄却でき，含まれてい

ない場合，帰無仮説 H̄i
0 を棄却できない．今回の推計

結果に対して表–8より，いずれの健全度に対しても信

用域に値 1を含んでいないことがわかる．したがって，

帰無仮説 H̄i
0 を棄却できず，対立仮説を棄却できる．

(4) 実用化への示唆

道路舗装の劣化過程には多くの不確実性が介在して

おり，劣化過程を確定的に予測することは困難である．

定期的に実施される路面性状調査により，路面の劣化

状態を観測することができる．マルコフ劣化モデルを

用いることにより，実際の路面性状調査の観測値に基

づいて，実態に即した劣化過程を予測することが可能

となった24),25)．一方で，道路を長期間にわたり運用す

ることにより，路面健全度の劣化のみならず，道路舗装

全体の劣化も進行し，舗装耐荷力が低下する．複合的劣

化仮説が成立する場合，路面健全度の劣化に伴い舗装

耐荷力の低下が加速され，一方で耐荷力の低下に伴い

路面健全度の劣化が加速される．このため，舗装耐荷力

が低下した道路区間においては路面のみならず，舗装

の更新時期を計画的に検討することにより，路面の劣

化と耐荷力の低下の双方を考慮した舗装全体の期待ラ

イフサイクル費用を低減できる可能性がある26),27)．ま

た，実際の道路管理業務において，路面健全度の情報

と舗装耐荷力のデータが獲得される順番が規則的にな

らないことがある．路面健全度が著しく劣化している

ことが見受けられる場合，耐荷力の使用限界を危惧し，

重点的に調査が行われる場合などが考えられる．路面

健全度と舗装耐荷力の 2つの観測値のどちらかが不十

分であったり欠損するという問題を複合的隠れマルコ

フ舗装劣化モデルを用いることにより解決できる．複

合的隠れマルコフ舗装劣化モデルを用いることにより，

路面健全度に応じた耐荷力パフォーマンスカーブと耐

荷力に応じた健全度パフォーマンスカーブを同時に推

計することが可能である．実務において，路面健全度

と耐荷力のパフォーマンスカーブを相対的に評価して

おくことにより，舗装構造物の最適な補修時期や路面

の最適な修繕時期を計画的に決定することが可能とな

る．また，本研究を活用することによって，FWD調査

対象となる道路区間を路面健全度に基づいて判断する

スクリーニング手法の開発や，舗装の更新を視野に入

れた中長期計画の立案への貢献も期待できる．その一

方で蓄積された点検データに関しては，時間的不整合

性の問題が存在したり，詳細な修繕・補修履歴が未整備

であったり，修繕・補修直後の健全度に関するデータが

存在しない場合が少なくない．今後，舗装マネジメン

トの継続的実施の観点から，点検の実施時期や評価手

法，修繕・補修履歴の整備方法を再検討することも必

要である．

7. おわりに

本研究では路面の劣化過程と舗装耐荷力の低下過程

のように互いに双方の劣化過程に影響を及ぼす複合的

劣化過程を表現するために，複合的マルコフ劣化モデ

ルの開発を行った．さらに，路面の劣化と耐荷力の低

下に対する調査情報が同時に獲得できないという時間

的不整合性の問題に関して，システム的なデータ欠損

を考慮した複合的隠れマルコフ劣化モデルを提案する

とともに，その推計手法を提示した．高速道路のアス

ファルト層（表層：高機能舗装）を対象とした適用事

例を通して，1）路面が最も健全な状態（健全度ランク

1，ひび割れ率 0%）の場合，耐荷力の期待寿命は 26.6

年であるが，路面が最も劣化した状態（健全度ランク

6，ひび割れ率 20%以上）の場合には，耐荷力の期待寿

命が 7.5年まで低下すること，2）同様に路面の期待寿

命は耐荷力の影響で 15.1年から 3.8年まで低下するこ

と，3）耐荷力が路面健全度に及ぼす影響は，路面健全

度が耐荷力に及ぼす影響よりも大きいこと，を示した．

以上はあくまでも特定道路区間に対する研究成果に

過ぎないが，今後解析の対象区間を増やし，特に耐荷力

の低下過程に関して，舗装工学的な見地との整合性を

検証していくことによって普遍的な知見が得られるも

のと考えられる．さらに継続的に取り組むべき研究課

題として以下をあげる．第一に，本研究成果を実務で

活用していくことが重要である．例えば，路面の期待

寿命とスケールパラメータの関係性を利用して，FWD

調査を実施すべき道路区間を抽出するスクリーニング

手法の開発がある．第二に，複合的隠れマルコフ劣化モ

デルをその他の劣化事象へ適用することがあげられる．

例えば，コンクリート構造物においても中性化と内的

塩害が複合的に作用し，劣化速度が速まる劣化事象が

ある．さらに，耐荷力，ひび割れやポットホールの影

響を考慮した多階層の複合劣化事象への拡張が考えら

れる．第三に，路面健全度の劣化と耐荷力の低下を同

時に考慮したライフサイクル費用評価手法の開発，さ

らには舗装構造物の最適な更新時期や路面の最適修繕

時期の決定が重要となる．我が国の高速道路では供用

開始から 40年が経過する区間が増加しつつある．これ

までのように路面の修繕計画だけでなく，舗装の更新

計画を立案するための手法が実務的に求められている．
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